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Ⅰ 調査の概要 

 

１ 調査の目的 

  県内の民間事業所における育児・介護休業制度、看護・介護休暇制度、女性雇用管理等仕事と家庭

の両立支援の実態を調査し、今後の労働行政施策の基礎資料とすることを目的とする。 

 

２ 調査対象 

  次に該当する岡山県内における民間事業所のうち、平成２１年経済センサス－基礎調査名簿により

無作為に抽出した２，０００事業所 

(1) 常用労働者３０人以上を雇用する事業所（調査対象日に３０人以下となっていた事業所について

も集計に含めた） 

(2) 日本標準産業分類における次の産業に属する事務所 

鉱業，採石業，砂利採取業 

建設業 

製造業 

電気・ガス・熱供給・水道業 

情報通信業 

運輸業，郵便業 

卸売業，小売業 

金融業，保険業 

不動産業，物品賃貸業 

宿泊業，飲食サービス業 

教育，学習支援業 

医療，福祉 

複合サービス事業 

サービス業 

 

３ 調査対象日 

平成２４年１０月１日現在で調査。ただし、育児・介護休業制度等の利用状況については、過去の

一定期間の状況を調査。 

 

４ 調査方法 

訪問配布・郵送回収調査（岡山市・倉敷市・津山市以外の事業所は郵送配布・郵送回収） 

 

５ 回収状況  ９８１事業所（回収率４９．１％） 

 

６ 調査項目  仕事と家庭の両立支援制度の状況、育児休業制度、介護休業制度、子の看護休暇制度、

介護休暇制度、女性雇用管理の状況、パートタイム労働者の雇用管理及び心の健康対

策 


